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1．はじめに：問題意識
　航空業界のあり方は、これまで常に、広く社会の注目を集めてきた。それだけ華やかな業界である反
面、社内クーデターなど、社会一般的に望ましくないとされる事象が次々とマスメディアによって報道
されてきたからである。
　日本では、近年、戦後長らく続いた航空産業に対する政府規制が緩和され、1998年には、35年ぶりに
新規航空会社による定期旅客輸送が開始された。スカイマーク・エアラインズが同年9月に、そして北
海道国際航空（エアドゥ）が12月に、それぞれ東京一福岡間、東京一札幌間に新規就航を果たしたので
ある。
　当初、こうした新規参入については、社会的に大きな関心が集まった。しかし、その後は尻すぼみの
形で、日本の新規航空会社に対する関心は薄れていった。その大きな理由としては、期待感が非常に高
かったが故に、実際の成果がそれほど大きくなかったことに対する失望意識があるのではないかと考え
られる。実際、新規航空会社は、当初公約していたほどの運賃の革新的な引き下げは行うことができな
かったし、市場でもある意味で不当に取り扱われ、使い勝手が非常に悪いという事情から、最大の収益
源であるビジネス顧客の需要が離れてしまった。
　そこで、本研究は、日本の新規航空会社の経営にっいて多面的に分析することによって、その今後の
生き残りの可能性、ならびに発展の可能性にっき、考察を行おうというものである。もちろん、非効率
な経営を続ける新規航空会社を無理やり残存させることは、全く意味のないものである。しかし、市場
の不完全性によっていつまでも大手航空会社の寡占体制が維持されるのであれば、それは本来消費者が
享受すべき便益を受け取る可能性をそぐものとなり、改善すべきことであるからである。
　その手法としては、数字面にとらわれることなく、なるべく市場の実情を知るべく、聞き取り調査な
ど、インフォーマル・コミュニケーションを主とするものとなった。もちろん、そうなれば、その聞き
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取り対象との中立性をどのようにして担保するかという難しい問題が生じてくることは確かである。こ
の点にっいては、なるべく多くの立場の人々からの聞き取り調査を行うことによって、その内容を比較
検討しながら、真相を解き明かしていくしかないというスタンスに立っている。このようなアプローチ
に関しては、ジャーナリズム的であるとの批判がなされることは十分に予想されるところである。しか
しながら、理論を踏まえた上でのこうしたアプローチは、ジャーナリズムの手法とは一線を画するもの
であることは、社会学の成果を見れば明らかであるし、こうしたアプローチが十分に活かされてこなか
ったことが従来の航空研究が実質的に効果を挙げて来なかった最大の理由であると主張したい。聞き取
りは多方面から行ったが、特に新規航空会社の創設に携わったメンバーなど、これまで全く省みられな
かった、あるいは接触することのできなかった人々に対してヒアリングを行うことができたのは、当該
分野における研究での大きな収穫であり、従来の新規航空会社の研究、報道に新たな一面を見出すこと
と自負するものである。文献研究では決して得られない成果が得られたものと考える。
2．日本における新規格安航空会社誕生の経緯
　この点については、すでに前回の研究でも言及したところであるが、簡単に本研究に係る部分につい
て振り返っておきたい。
　日本における格安運賃の実現を目指す航空会社の誕生は、主に、1990年代前半に行われた規制緩和政
策の結果としてもたらされたものである。幅運賃制度の導入という中途半端な規制緩和政策の導入が、
北海道や九州といった地域住民の、既存の大手航空会社に対する不信感を増大させ、新しい航空会社の
創業へとつながっていった。
　しかし、この際に、既存の航空会社の人材が新規航空会社の中核に座ったことが、日本の新規航空会
社をめぐる特殊事情につながっていく。なぜ既存の航空会社の人材に頼らざるをえなかったかは、日本
の免許申請は、規制緩和したとはいえ、極めて負担の大きいものであり、専門職としての知識がない業
界のしろうとにとっては、大変困難な作業だからである。すなわち、免許の取得をめぐるプロセスが高
い参入障壁として機能しているのである。
　そして、このことが、日本に新規航空会社に斬新な発想がなかなか生まれない土壌を形成している。
欧米、また最近のアジアの場合では、完全な異業種からの参入が多く見られる。確かにそれは市場の魅
力の違いによるものではあるが、参入プロセスの問題も一因となっているものと考えられる。安全基準
を引き下げることはできないので、免許付与に関する基準の見直しは慎重を要するものがあるが、簡略
化できる部分はないかを徹底的に見直していくことも必要だろう。むしろ、参入を審査する側の資質が
それに伴わなければ、どのように審査をしても問題のあるものが審査を通過してしまうω。
　資金計画の甘さも目立っ。特にエアドゥと、新規参入前に計画段階で破綻した沖縄のレキオス航空の
ωこの問題は、すでにタクシー業界において発生している。書類審査だけで、目視審査をおろそかにした結果、水も
　出ないような洗車場に対し、パイプが差し込まれた写真だけを見て合格としたようなケースが報告されている。
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ように、会員方式で出資金を募る方式は、航空機の調達のような巨額の資金を必要とする場合には不適
である。規模の経済性が圧倒的にものをいう航空産業の場合、初期投資のためにどれだけの大きな資金
を機動的に集めることができるかという可能性が成功を大きく、もしくはほとんどといっていいくらい
左右するのが現状である。アイデアさえあれば市場で生き残っていくことができるというのは、残念な
がら航空業界ではあてはまらない②。
3．日本における個々の新規格安航空会社の経営面からの研究
　以下、代表的な日本の新規航空会社の提示する問題性につき、分析を記してみたい。
　（1）スカイマークのケース
　スカイマークは、路線ネットワークを拡充するにつれて、次第に経営が上向きになってきた。このこ
とは、航空産業はまさにネットワーク産業であり、規模の経済性が成功のための絶対的な要件であるこ
とを示す端的な例といえるだろう。しかし、安全対策に対する現経営者のあまりにも市場の感情を逆撫
でするようなコスト削減は指向、航空会社の姿勢そのものを問うものとなっており、社会的批判も厳しい。
　現経営者が情報産業出身者ということもあり、スカイマークも情報面での革新性が本来期待されると
ころであったが、肝心のその分野で、優位性を勝ち得ていないところに大きな問題がある。航空産業は
様々な点において情報力が大きくものをいう業界である。なぜならば、交通産業は総じて「即時財」を
提供するものであるがゆえに、予約管理制度をどのように高度に整備していくかということが生き残り
の鍵となる。また、そこから利用者のデータを解析することによってマーケティングにつなげていく。
こうしたシステムの開発は、確かにこれまでは長い経験の蓄積と資本の投入が必要であった。だからこ
そ、既存の航空会社の強みがあったのである。しかし、欧米の格安航空会社は、インターネットの進化
を大きな武器として取り入れ、それぞれの市場で台頭してきた。日本の場合には、情報技術がそこまで
のインパクトをもつにはまだ至っていない。マイレージ・システムという非常に強固なマーケティング・
ツールを凌駕できるような情報面からの革新的なマーケティング手法の提案がスカイマークには望まれ
るところである。
　（2）北海道国際航空（エアドゥ）のケース
　エアドゥについては、これまでいくつかの報告がなされている｛3）。
　その参入段階では、日本航空は、自社からの転籍希望者を募り、エアドゥを全面的に支援する体制を
とった。それに応じた社員は、日本航空での経験をもとに、免許申請のための書類作成など、創業に向
けて全力で取り組んだ。しかし、次第に北海道側の創業メンバーとの軋礫が深まってくる。それは運賃
②後にアメリカにおける成功例として取り上げているサウスウェストの場合でも、様々な斬新なアイデアが次々に実
　現されて、それが利用者の評価を勝ちとってきたことは事実であるが、それにしても、単一機材を大量に運航する
　ことができたことがあって、初めて可能になったものである。
（3）たとえば、創業者自身がつづったものもあるし、ジャーナリズムによるルポルタージュものもある。
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の設定をめぐる確執である。
　スカイマークもエアドゥも、かなりインパクトのある格安運賃の設定に拘った。最低でも既存の航空
会社の掲げる運賃よりも半額以下に抑えたいというのが北海道側の意志であった。
　ただ、日本の航空市場をめぐる現状では、制度的に、それはほぼ不可能である。それは、実績がなく
信用のない航空会社であるがために、航空事業を行う上で最も基本的な素材である航空機のリース料が
割高になること、そして、空港使用料や航空機燃料税のような公租公課の存在があることなどからである。
　しかし、何よりも問題なのは、北海道側の創業者メンバーの事業構想があまりにも理想に偏っていた
ことである。現実的な経営シミュレーションを実際に行ったとはとてもいえない漠然とした経営目標の
提示は、その地元へのアピール性を求めれば求めるほど、実務面においてその実現を無理やり強いられ
る航空会社からの転籍組との間のその後の関係に大きなしこりを残すことになったのである。つまり、
東京で実務的な面を取り仕切るキャリア出身組と、北海道本社で対外的にインパクトを出したい創業者
グループとの衝突である。理念が先行することの社内体制的問題性をエアドゥの場合は顕著に示したも
のといえるだろう。
　（3）スカイネット・アジアのケース
　スカイネットに関しては、機材の老朽化の問題など、様々な面で解決すべき問題が依然として多々存
在するように思われる。東国原知事の就任による経済浮揚効果があるにせよ、そして全般的にみた宮崎
経済の疲弊というマイナス要素を取り除いたとしても、なおかつその経営体制そのものに脆弱性がある
ことは否めない。確かにコンサルタント・ファームが入っての指導があったことは事実であるが、コン
サルティング・ファーム自体の能力も問われる昨今、どこまでの成果が挙がったのかは疑問の残るとこ
ろである。ここに、日本の航空市場の特殊性と、それをどのように踏まえたうえで政策を立てるべきか
ということの難しい関係が表れている。
　（4）スターフライヤーのケース
　新北九州空港開港とともに開業したスターフライヤーは、いくっかの点で革新性をもたらした。早朝、
深夜便の設定、そして、エアバスと組んでのエグゼクティブ志向の座席提供は、確かにこれまでの日本
の新規航空会社の例に見ないものであった。しかし、早朝、深夜便については、特に東京側のアクセス
の問題から、当初設定時間より若干、その営業時間帯が短くなっている。
　スターフライヤーがここまでやってくることができたのも、北九州空港の存在が非常に大きい。これ
まで、地方空港と新規航空会社の共存関係こそが、これからの地方空港の生き残り策であるということ
がよく言われてきた。その中で、スターフライヤーは、その代表的な成功例の1つといっていいであろ
う。
　ただし、北九州という立地は脆弱性が残ることも確かである。新幹線によってもたらされる影響が大
変大きいからである。新幹線が、「のぞみ」のような超高速便をどの停車駅に止めるかによって、その周
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辺にある空港は大きな影響を受ける。しかしながら、だからこそ、空港の存亡に危機感を強く抱いてい
るために積極的な営業展開を実施している空港と手を組むことができたことは、スターフライヤーにと
って大きな収穫であった。今後は、さらなる革新的な政策を打ち出すことができるかどうかが鍵になっ
てくるだろう。北九州という母体を、さらにどのように積極的に位置づけていくのかが問われているの
である。
　（5）今後想定される新規航空会社のケース
　その他、北海道にローカル航送会社として創業したエアトランセも、当初マスコミを積極的に活用す
ることによって多くの話題を提供したものの、運休を余儀なくされることになった。このように、総じ
て日本の場合は、新規航空会社は成立しがたい環境に未だある。その理由は、後にまとめるが、空港、
そして地方経済の疲弊というインフラ面での問題だけでなく、経営における人的要因がかなり大きいも
のと考えられる。
　最近では、静岡空港の開港に併せて、新たな航空会社を設立しようという動きがある。静岡県の地元
の大手企業である鈴与が、新規参入に向けて人材の募集を新聞紙上で行うまでになっているω。しかし、
この場合には、静岡空港のおかれた非常に難しい立地条件をどのように克服していくかに、その成否の
多くがかかっているといっていいだろう。静岡空港の場合、確実に収益を挙げることができるとされる
東京との間の路線が、その距離的近さのゆえに考えられないという決定的に不利な点がある。また、当
初はJR東海との提携が模索されたが、その競合関係から、　JR側に協力関係に入ることを拒否され、計画
が頓挫した経緯もある㈲。
4．海外における格安航空会社
　（1）アメリカにおける格安航空会社の現状
　アメリカでは、従来の成功神話が崩れっっある。アメリカの格安航空会社の2大巨頭はサウスウェス
トとジェットブルーであるが、ジェットブルーが最近の新たな法律の設定で苦境を迎えている。
　競争激化のために、コスト削減と、効率性を最大限に重視した成果主義が、行き着くところまでいっ
たという観がどの業界でもある。その1つの例がジェットブルーのケースである。ジェットブルーは、
パイロットに対して、実際に飛んだフライトに合わせて賃金を支給するというシステムを採用した。そ
の結果、必然的に、同社のパイロットは、たとえ悪天候で、他社が次々と欠航を決定する中にあっても、
最後まで出発しようと欠航の決断を遅らせることになる。そして、多くの場合、乗客は、非常に長い時
間、機内に閉じ込められた挙句、結局は欠航の憂き目を見ることになるのであった。このことが大きな
ω2007年9月16日付日本経済新聞朝刊。
⑤静岡側は、空港と新幹線の駅を直結させることによって、需要の取り込みを図ろうと盛り込んでいた。しかし、JR
　側にとっての最大の関心事は、最重要路線である東京一大阪線であり、この間における航空との競合関係に勝つこ
　とこそが問題なのである。だからこそ、静岡空港に停車させることによって、東京一大阪間の所要時間を少しでも
　長くしてしまうことなど、全く考えられない選択肢であった。
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社会問題として取り上げられ、一定時間以上乗客を機内に閉じ込めることに対して、罰則規定が設けら
れることになった。また、このことは、場合によっては、悪天候でのフライトを決行することになるか
ら、安全問題にも係ることになる。成果主義の限界が、特に交通業界においては悲惨な結果を示すこと
になりかねないということを、最近のこうした事例は示している。
一方、サウスウェストは相変わらず順調であり、航空先進国アメリカで、まさに格安航空会社の異な
るビジネス・モデルが明暗を分けた特筆すべき例として取り上げることができるであろう。
　サウスウェストの場合は、すでにいろんなところで取り上げられているように、従業員の福祉に最大
限のカを入れている企業の1っである㈲。確かにコスト削減のたφに様々な努力をしていることはよく知
られた事実であるω。しかしそれ以上の効果を発揮するものとして従業員のモチベーションを高く保つこ
とに全力を注いでいることがあるといってもいいだろう。従業員を大切にすることの意義は様々な企業
で実証されているが、その最たる例の一つがこのサウスウェストである。
　サウスウェストの例は、航空業界だけでなく、広く産業一般における優秀なビジネス・モデルを提供
するものとして広く紹介されている。こうした革新的なビジネス・モデルを、日本でも各地域別に構築
する必要があるのである。
　この点、近年注目されたのがブラジルの格安航空会社であるゴルである（8）。しかし、ブラジル航空破綻
後、ブラジル最大の航空会社となったTAMが空港で事故を起こしてから、新規格安航空会社に対する締
め付けが一気に厳しくなっている。すなわち、それまで新規航空会社に認められていた成長のための環
境を制約する方向に向かっている。
（2）ヨーロッパにおける格安航空会社の現状
ヨーロッパでは、近年、世界でも最も激しい市場での競争が行われている。既存の航空会社のいちじ
るしい変貌振りは目を見張るばかりである。
これは、ヨーロッパでは、自由化政策が進展するとともに、これまで以上に格安航空会社の活躍が顕
著になっているからである。ヨーロッパの航空業界においては、イージージェットやライアン・エアー
などの格安航空会社が最上位層を占めている。そして、いよいよここにきて、既存の大手航空会社を新
規の格安航空会社が買収をしようというところにまで、業界地図は変わってきている⑨。
⑥たとえば、『破天荒』、日経BPなど。
ωたとえば、機内清掃など、パイロットやキャビンアテンダントが協力して行うことなどがあげられるだろう。そし
　て、このことがさらに、ともすれば対立しがちな職種間の壁を低くする作用ももたらしている。
⑧日本航空広報部『カレンツ』における拙稿を参照のこと。
（9）もちろん、この一方で、大手航空会社の側にも大きな変化が起こっている。オランダのKLMと、フランスのエー
　ルフランスが経営統合したことは、何よりも大きな衝撃を航空業界にもたらした。ナショナル・フラッグ・キャリ
　ア（国を代表する航空会社）が国境の壁を超えて経営統合するということが、いくらEU統合が進んでいるとはい
　え、特に主権意識が強いと考えられていたフランスを主たるプレイヤーの1つとして実現するとは中々想像できな
　いことであった。さらに、グローバル・アライアンスの台頭もある。ここまでグローバル・アライアンスが浸透・
　拡大するとは夢にも考えられなかった時期もある。というのは、サービスの品質や安全性の面を考えた場合、アラ
　イアンスへの加盟国はもはや飽和状態を迎えたと、主張された時期があったからである。しかし、アライアンスが
　国際航空市場の主たるプレイヤーとしてたち現れ、その間の競争が激化する中で、従来とは明らかにことなる選抜
　基準でメンバーの獲得競争、規模の経済性の追求を図っている結果、今後もアライアンスの形は変容を遂げていく
　ものと思われる。こうしてみると、格安航空会社とこのアライアンスとの関係性がどのようになっていくかという
　ことは大いに注目すべく点となってきた。
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　また、ヨーロッパの場合には、こうした成長過程にある格安航空会社を取り込み、生き残りを図ろう
とする空港が多く存在していることにも注目すべきである。イタリアのある空港の場合には、格安航空
会社が当該空港をハブとして活用してくれるということを条件に、その航空会社に対して最大限の特別
な配慮を行っている（10）。
　ただ、ヨーロッパの場合には、航空会社誘致策として実施された地方自治体から航空会社への経営支
援が、不当競争を生み出しているとして問題になった。裁判でも敗訴となり、こうした支援は廃止され
ていくことになった。このことが格安航空会社の動向にどのような影響を与えるかが注目されたが、今
のところ、格安航空会社の勢いは今後も留まる気配は見せていない。
　（3）アジアにおける格安航空会社の現状
　近年、アジア、特に東南アジアでは、新規に誕生した格安航空会社の活躍が広く注目を集めている。
非常に安い運賃で需要を開拓し、これまでとても飛行機を利用するなどとは夢にも思わなかった低所得
者層にまで航空機の利用を可能にさせ、人流を活発にさせたことから、経済振興に大きな貢献を果たし
ていることは間違いのない事実である。
　こうした航空会社が誕生した背景には、広大な空港の存在がある。タイでは、新たに巨大空港が誕生
し、アジア地域でのハブ空港化を目指しているω。また、韓国、北京、上海、マレーシア、シンガポー
ルもそれぞれ巨大な空港を有し、積極的な航空市場の開拓を行っている。そして、そうした中で、空港
の生き残りの上で大きな役割を担っているのが格安航空会社である。
　また、アジアの国家にも、アジアの中での生存競争に勝ち残っていくためには、自由化による企業の
早急な競争力の向上が必要であるという欧米流の考え方が浸透し、次々に産業規制を緩和し、新規参入
がしやすい環境が整備されてきた。この結果として、エア・アジアなど、続々と新規格安航空会社が誕
生したのである。
　しかし、こうした航空会社の安全性が問われることになった。墜落事故が連続して起こったためであ
る。特にインドネシアでの事故の発生が顕著であり、EUは、インドネシアの航空会社のEU域内への乗
り入れを禁止するという異例の措置をとった（12）。このような措置は、一国の存亡に係りかねないような
重大な措置であり、そうした措置がとられる自体、安全に対するEUの認識の違いが感じられるところで
ある。
　これについて、事故と規制緩和によるコスト削減との関連性は厳密には検証できないものの、規制緩
和後の過当競争が、事故に何らかの影響を与えたのではないかという推論は、大いに説得力をもつもの
と思われる。っまり、格安運賃を実現するために、企業は徹底的なコスト削減を図っているが、それが
行き過ぎたものになりがちとなり、整備部品の不良化、熟練工の解雇、過剰労働の常態化による注意力
（10）『月刊エアライン』における筆者の連載記事を参照のこと。たとえば、なるべく早く飛行機が着陸してから駐機場
　に移動できるよう、空港の建物そのものの構造をその航空会社のために特別に配慮する形でアレンジしているとこ
　ろもある。
（11）ただし、開港後に様々な不具合があることが判明し、元の空港に再度取り扱い基点を移す動きが実際に起こった。
（②その後も、こうした乗り入れ禁止対象国は増加している。
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の散漫、定時出発を優先させるために不具合の整備を後回しにする、などといった事態が発生すること
になる。
　このように考えてみると、アジアにおける格安航空会社のビジネス・モデルには、確かに斬新な面も
あるけれども（13）、その大きな部分は人件費の国際的に見た優位性によっているように考えられる。すな
わち、欧米の先駆的格安航空会社に対して、根本的な斬新性はあまりみられない。人件費が主な格安の
源泉になるのであれば、他の製造業との共通する問題、すなわち競争力＝人件費の違いということであ
っていいのかという問題に帰結することになる。
　こうした航空会社の存在は、今後、日本にも大きな影響を与える可能性が高くなってきた。そのタイ
ミングこそが、2010年の羽田空港の拡張事業の完成である。現行の発着枠（29．6万回／年）が、1．4
倍（40．7万回）に増加する。これによって、羽田空港に発着枠のゆとりが生まれてくる。そこで出てく
るのが、羽田空港の再国際化の議論である（14）。
　これに照準を当てて打ち出されたものと思われるのがアジア・ゲートウェイ構想（15）である。アジアと
の積極的な人的・物的交流を図ろうとするものだが、そのために航空会社の自由な参入を認めれば、当
然、アジアからの格安航空会社の進出も積極的に受け入れることにならざるをえない。そのときに、こ
うした会社に対する安全に対する審査体制が万全な形で整っていなければ、我々は航空機を利用するに
際して生命の危機にさらされる場面に遭遇する機会が増えることになるかもしれない。ただでさえ、安
全問題に対する包括的な理解が欠如しているとしか思えないような状況で㈹安易な市場開放を行えば、
問題を深刻化させることになりかねない。
　また、アジアの航空会社が市場を席巻することで日本の航空会社を不当に疲弊させることになれば、
問題はさらに深刻化する。航空は、経済の重要なインフラストラクチャーの1つであり、その主たる役
割はやはり国内企業が担うべきものである。それが崩壊することは、日本経済の持続的成長における脆
弱性を強めることにっながりかねない（ω。特に、経営基盤の脆弱な日本の格安航空会社は、アジアの格
安航空会社が進出してくれば、それと競合するとなるとひとたまりもないだろう。その結果、国内市場
での生き残りに制約されてしまうことになり、大手との規模をめぐる苦しい競争から永久に脱すること
ができず、本来なら国際市場に打ってでることによって達成されるかもしれない成長の機会を奪われて
｛13｝たとえば、座席を指定しない、機内のサービスは一切省くといったことである。これらの施策は、これまでにも様々
　な格安航空会社によって採用されてきた戦略ではあるが、特にアジアの場合には、もともと航空利用に縁がない需
　要層の掘り起こしであることから、こうしたサービスの簡素化に適応しやすい環境にあるということができる。
ω羽田空港の再国際化については、これはこれで非常に大きな問題をはらんでいる。成田空港との関係をどのように
　考えるかということである。東京都心部へのアクセス面から考えれば、圧倒的に羽田空港の方が便利であり、国際
　化機能を全面的に復活させようという主張も強く存在するし、国内線と国際線が現在のように分断されている状況
　は好ましくないことは確かである。しかし、実際問題としては、成田空港の機能縮小は、既に投資された人的犠牲、
　金銭的コストを考えれば、ほぼ不可能なことである。こうした難しさから、この問題はなかなか真正面から論じら
　れることはこれまでなかったが、2010年の羽田拡張のタイミングまでに、両空港の役割分担について、より詳細
　な公的研究がなされる必要がある。（15）平成18年9月29日の前安部総理の所信表明演説において「使い勝手も含めた日本の国際空港などの機能強化も早
　急に進め、ヒト、モノ、カネ、文化・情報の流れにおいて、日本がアジアと世界の架け橋となる「アジア・ゲート
　ウェイ構想」を推進する（抄）」とされた。
㈹安全問題と労働問題を結びつけて考える視点が、市場ではまだまだ理解されていないように思われてならない。そ
　れに拍車をかけているのが、行政とマスコミの報道である。
“7）2001年9月の米国同時多発テロの発生時に、海外の航空会社が日本路線、あるいは日本への進出予定を一斉に中
　止したということがあった。このことは、交通主権の重要性を物語るものである。
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しまうことになりかねない。日本では、先に見たように、格安航空会社が成長する土壌がこれまできち
んと整備されてこなかったが、これが航空市場の多様化を実現できないことに繋がれば、消費者選択の
幅が狭まると同時に、健全な市場競争への道が閉ざされてしまう。その結果、将来に大きな禍根を残す
ことになるといわざるを得ない。っまり、個々の格安航空会社のあり方を超えた、普遍的な交通政策、
もしくは経済政策が考察の対象たりえることになるのである。
　また、航空市場に限らず、単純に為替レートの換算を行うだけで物価を比較し、日本の産業が努力し
ていないように批判する向きがあるが、それは木を見て森をみずの典型的な事例であるといって差し支
えないであろう。すでに触れたように、日本には、高い公租公課の問題など、制度的に特殊な事情が数
多く存在する。それらをすぐに改変できるかのように主張することは、机上の空論の極みである。ここ
には、国際比較をめぐる、特に交通面からの再検証が特に必要になる。
5．まとめ
　以上の議論をまとめてみると次のようになる。まず日本の航空会社に関してみれば、日本の新規航空
会社の弱みはその会社独自のものと社会的な環境に基づくものの2つに大別される。
　会社独自のものとしては、最大のものはその資本調達力である。そのために、公租公課の問題はある
にせよ、格安航空にふさわしいような低運賃を可能にすることができなかった。そもそも経営のオリジ
ナリティに乏しいということもある。たとえ航空業界に事前に精通していなくても、それを克服するだ
けのオリジナリティを発揮する人材に欠けていたことが、新規航空会社が苦戦する大きな要因の一つと
なっているといっていいだろう（18）。また、そうであるがゆえに、資金提供者も現れてこないという悪循
環構造に至っている。その結果、事業規模も限られ、規模の経済性が大きく物を言う航空業界において、
優位性を確保できないことにっながっている。スカイマークが最近になって経営が向上してきているの
も、革新的な経営が功を奏したというのではなく、単に規模の経済性が働いただけだというに過ぎない
ように思われる。
　こうした事情を既存の航空会社はうまく活用しようとしている。現在、供給不足の状態にあり、それ
がゆえに収益性の高い羽田空港の発着枠をさらに確保する手立てとして、新規航空会社の保有する発着
枠に目をつけたのである。吸収合併してしまえぱ、競争促進に逆行するものとして社会からの厳しい批
判にさらされる危険性があるが、共同運航という形をとれば、苦境にある新規航空会社を救うという大
義名分を最大限誇示しながら、輸送能力の拡大という、より直接的な利益を享受することができる。近
い将来、新規航空会社の存在は継続しっっも、その実質は既存の航空会社の｛鬼偏と化し、市場の寡占化
が実質的に強化されることになるだろう。
　社会的な環境としては、今も述べたこところだが、何よりもドル箱である羽田空港の発着枠の供給制
（18）すでに言及したように日本における新規参入組の中心メンバーは既存の航空会社からの転職組である。それらは、
　親会社との関係のこじれや、ただ単に従来の航空会社の発想を引きずっており、斬新な経営戦略が打ち出せない
　欠点を持っていた。
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約と、地方経済の弱さが挙げられる。本来、新規航空会社が機動的に路線を展開していくためには、地
方経済が総体的に健全であることが重要な要件となる。なぜなら、航空需要は経済動向に深く関わって
おり、大きなマーケットである大都市圏の市場が既存の航空会社によって握られている以上、新規の航
空会社は当然ながら、地方にその活路を見出さざるをえない状況にあるからである。東京への経済の一
極集中構造を解消し、地方経済をいかに健全な形で復興させるかが、航空政策の観点からも大いに重要
な改善のための鍵となってくる。
　また、前述のように、羽田空港の発着枠の供給制約は、2010年には解消される見込みとなった。これ
は、日本の航空会社にとって大きなビジネス・チャンスであり、積極的に事業の拡大、すなわち路線網
の拡大、あるいは既存の路線の便数を増加させることに必死になるであろう。しかし、この大幅拡張に、
新規航空会社の投資能力がっいていけるかどうかが危惧されるところである。無理に事業を拡大させる
ことによって、かえってリスクを背負いかねないのではないかと懸念される。
（とざき　はじめ）
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